第７号様式

仙台市地域産業活性化融資制度（環境保全対応資金）事業計画認定申請書
（土壌汚染対策関連用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　（あて先）仙台市長

　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(住所,　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(事業所所在地,　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(企業名,　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者名,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　)　　（　　　　）　　　　－

　　今般運転資金として，仙台市地域産業活性化融資制度（環境保全対応資金）を利用
　したいので，下記の事業計画について認定願います。

	１．対象となる土地
　　の現況
	対象となる土地の所在地
	対象地での事業開始日

　　　年　　月　　日

	
	用途地域
	敷地面積
	業務概要

	
	施設の種類１）
	施設の設置場所

（別紙図面の通り）
	

	
	製造，使用又は処理されていた特定有害物質などの種類


	施設の廃止（使用停止）年月日

　　　　　　　　年　　月　　日

	
	
	原因施設等の有無

　現存・撤去・その他（　　　　　）

	
	土壌汚染状況調査の結果２）
	調査年月日２)
　　　年　　月　　日

　　～　　　日間位

	
	
	調査機関２）

	＜環境部局記入欄＞　申請者の方は記入しないでください。
　１．法対象の区分　　ア．法対象（特定施設番号：　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　イ．法対象外

　２．指定区域の指定　ア．指定（指定番号：　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　イ．未指定

　３．命令の区分　　　ア．調査命令（発令年月日：　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　イ．措置命令（発令年月日：　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　ウ．命令無し


１）　水質汚濁防止法対象事業所の場合は同施行令（昭和46年政令第188号）別表第1に記載
　　された番号及び施設の種類を，その他の場合は施設の用途を記入してください。

２）　調査が終了している場合に記入してください。


	２．事業計画の概要
　　及びその効果等
	事業内容の区分

　ア．土壌汚染状況調査
　　　対象物質３）（　　　　　　　　　）

　イ．汚染の除去等の措置
　　　措置内容４）（　　　　　　　　　）


	事業実施予定期間

　　　年　　月　　日

　　～　　　日間位

	
	
	事業実施予定機関

	
	事業内容の概要

	
	事業による効果

	３．事業費積算内訳
※　見積書に所要事
　項の記入があれば
　代用することがで
　きます。
	科目
	事業費
	積算基礎

	
	
	
	

	
	合計
	
	

	４．事業費調達計画

	総経費　　　　　　　　千円　　申込金額　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　自己資金　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　他借入　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　千円


３）　土壌汚染対策法施行令（平成14年政令第336号）第１条に規定する物質名を記入してくだ

　　さい。それ以外の物質については，原則として化学的成分名を記入してください。

４）　原則として，土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）に規定する措置の種類

　　を記入してください。
対応する区分に○をつけた上，括弧内に記載してください。
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